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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第95期中間
連結会計期間

第96期中間
連結会計期間

第95期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

完成工事高 （百万円） 91,306 105,591 197,431

経常利益 （百万円） 3,595 6,999 11,918

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 2,411 5,454 9,087

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 3,807 5,105 13,894

純資産 （百万円） 85,082 97,063 93,987

総資産 （百万円） 146,498 180,950 160,553

１株当たり

中間（当期）純利益
（円） 56.29 127.24 212.10

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 57.9 53.5 58.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,155 △6,004 596

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,695 920 △603

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,540 18,077 △2,829

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 18,162 35,814 22,665

 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益を算定しております。

４．１株当たり中間（当期）純利益の算定上、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式（第95期：155,972株　

第95期中間連結会計期間：164,692株　第96期中間連結会計期間：129,736株）を、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

当中間連結会計期間における受注工事高は、前年同中間期比9,343百万円増（7.3％）の137,866百万円とな

りました。

完成工事高は、前年同中間期比14,284百万円増（15.6％）の105,591百万円となりました。

完成工事総利益は、前年同中間期比4,375百万円増（41.7％）の14,859百万円となりました。

営業利益は、完成工事総利益の増加により、前年同中間期比3,751百万円増（123.7％）の6,783百万円とな

りました。

経常利益は、営業利益の増加により、前年同中間期比3,403百万円増（94.7％）の6,999百万円となりまし

た。

親会社株主に帰属する中間純利益は、特別利益として投資有価証券売却益1,140百万円等を計上し、法人

税、住民税及び事業税、法人税等調整額及び非支配株主に帰属する中間純利益を加減した結果、前年同中間期

比3,043百万円増（126.2％）の5,454百万円となりました。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末比21,241百万円増（19.0％）の133,332百万

円となりました。主な要因は、現金及び預金の増加13,148百万円（57.9％）によるものです。固定資産は、前

連結会計年度末比844百万円減（△1.7％）の47,617百万円となりました。主な要因は、投資有価証券の減少

882百万円（△4.2％）によるものです。

この結果、総資産は前連結会計年度末比20,397百万円増（12.7％）の180,950百万円となりました。

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末比17,199百万円増（28.2％）の78,095百万円

となりました。主な要因は、短期借入金の増加20,012百万円（717.6％）によるものです。固定負債は、前連

結会計年度末比120百万円増（2.1％）の5,791百万円となりました。主な要因は、長期借入金の増加129百万円

（35.2％）が繰延税金負債の減少14百万円（△0.3％）を上回ったことによるものです。

この結果、負債合計は前連結会計年度末比17,320百万円増（26.0％）の83,886百万円となりました。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末比3,076百万円増（3.3％）の97,063百万円

となりました。主な要因は、利益剰余金の増加3,390百万円（4.5％）によるものです。

この結果、自己資本比率は53.5％（前連結会計年度末は58.4％）となりました。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末比13,148

百万円増（58.0％）の35,814百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、減少した資金は6,004百万円（前年同中間期は4,155百万円の資金の減少）となりました。

主な要因は、仕入債務の減少等の資金の減少要因が、税金等調整前中間純利益の計上等の資金の増加要因を上

回ったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、増加した資金は920百万円（前年同中間期は1,695百万円の資金の減少）となりました。主

な要因は、投資有価証券の売却及び償還による収入によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、増加した資金は18,077百万円（前年同中間期は1,540百万円の資金の減少）となりまし

た。主な要因は、短期借入れによる収入によるものです。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

 

（５）研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、646百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当社は、2024年８月29日開催の取締役会の決議に基づき、2024年10月１日付で、Presico Engineering Pte. Ltd.

の株式を取得する契約を2024年９月６日に締結しました。

詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項　（重要な後発事象）（取得による企業結合）」

に記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
（2024年９月30日）

提出日現在発行数(株)
（2024年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 45,963,802 45,963,802
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 45,963,802 45,963,802 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 45,963 － 4,479 － 4,716
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 3,761 8.74

東京大元持株会 東京都千代田区富士見２－15－10 2,130 4.95

大阪大元持株会 大阪市西区江戸堀１－９－25 1,596 3.71

ダイダン従業員持株会 大阪市西区江戸堀１－９－25 1,524 3.54

有楽橋ビル株式会社 東京都中央区銀座２－２－17 1,476 3.43

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 1,471 3.42

名古屋大元持株会 名古屋市東区東桜１－１－10 1,203 2.79

三信株式会社 東京都中央区八丁堀２－25－10 1,118 2.60

日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内１－６－６ 872 2.02

株式会社三菱ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内１－４－５ 827 1.92

計 － 15,982 37.16

　（注）１．上記の他、日本マスタートラスト信託銀行株式会社が「役員報酬ＢＩＰ信託口」として保有する株式が

112,908株あります。なお、上記も含めた当該株式3,874,308株は全て信託業務に係るものであります。

２．当社は、自己株式2,964,369株を保有しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,964,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,945,000 429,450 －

単元未満株式 普通株式 54,502 －
一単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  45,963,802 － －

総株主の議決権  － 429,450 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、1,200株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ダイダン株式会社
大阪市西区江戸堀

１－９－25
2,964,300 － 2,964,300 6.45

計 － 2,964,300 － 2,964,300 6.45

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

準じて記載しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

ダイダン株式会社(E00194)

半期報告書

 8/26



１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 22,696 35,845

受取手形・完成工事未収入金等 ※１ 74,901 83,842

電子記録債権 ※１ 11,499 6,824

未成工事支出金 726 1,486

その他 2,366 5,342

貸倒引当金 △99 △9

流動資産合計 112,090 133,332

固定資産   

有形固定資産 8,396 8,332

無形固定資産 1,390 1,394

投資その他の資産   

投資有価証券 21,160 20,277

退職給付に係る資産 15,997 16,039

その他 1,625 1,681

貸倒引当金 △107 △107

投資その他の資産合計 38,675 37,890

固定資産合計 48,462 47,617

資産合計 160,553 180,950
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 21,449 23,082

電子記録債務 11,961 5,357

短期借入金 2,788 22,801

未払法人税等 3,336 2,361

未成工事受入金 1,531 2,505

賞与引当金 － 3,424

役員賞与引当金 － 32

株式給付引当金 28 11

完成工事補償引当金 36 39

工事損失引当金 696 1,131

資産除去債務 99 99

預り金 9,894 13,958

その他 9,072 3,289

流動負債合計 60,895 78,095

固定負債   

長期借入金 369 499

繰延税金負債 4,153 4,139

退職給付に係る負債 1,101 1,091

長期未払金 2 2

その他 43 58

固定負債合計 5,670 5,791

負債合計 66,565 83,886

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,479 4,479

資本剰余金 4,837 4,837

利益剰余金 75,360 78,751

自己株式 △3,099 △3,065

株主資本合計 81,577 85,002

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,754 7,049

為替換算調整勘定 308 874

退職給付に係る調整累計額 4,114 3,885

その他の包括利益累計額合計 12,177 11,810

非支配株主持分 232 251

純資産合計 93,987 97,063

負債純資産合計 160,553 180,950
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

完成工事高 91,306 105,591

完成工事原価 80,822 90,732

完成工事総利益 10,483 14,859

販売費及び一般管理費 ※ 7,452 ※ 8,076

営業利益 3,031 6,783

営業外収益   

受取利息 6 1

受取配当金 209 210

受取保険料 136 139

為替差益 205 －

持分法による投資利益 36 21

不動産賃貸料 16 16

その他 10 30

営業外収益合計 623 420

営業外費用   

支払利息 32 102

支払保証料 3 0

不動産賃貸費用 10 10

為替差損 － 79

その他 13 11

営業外費用合計 59 204

経常利益 3,595 6,999

特別利益   

固定資産売却益 1 7

投資有価証券売却益 94 1,140

特別利益合計 95 1,148

特別損失   

固定資産除却損 1 3

投資有価証券評価損 － 68

特別損失合計 1 71

税金等調整前中間純利益 3,689 8,076

法人税、住民税及び事業税 1,068 2,219

法人税等調整額 167 397

法人税等合計 1,235 2,617

中間純利益 2,454 5,459

非支配株主に帰属する中間純利益 42 5

親会社株主に帰属する中間純利益 2,411 5,454
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 2,454 5,459

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,565 △704

為替換算調整勘定 △111 226

退職給付に係る調整額 △101 △229

持分法適用会社に対する持分相当額 － 353

その他の包括利益合計 1,352 △354

中間包括利益 3,807 5,105

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 3,750 5,087

非支配株主に係る中間包括利益 56 18
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,689 8,076

減価償却費 329 454

貸倒引当金の増減額（△は減少） 31 △90

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3 △11

受取利息及び受取配当金 △216 △211

支払利息 32 102

持分法による投資損益（△は益） △36 △21

投資有価証券評価損益（△は益） － 68

投資有価証券売却損益（△は益） △94 △1,140

固定資産売却損益（△は益） △1 △7

固定資産除却損 1 3

売上債権の増減額（△は増加） 277 △4,265

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,229 △760

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,248 △2,809

その他の固定資産の増減額（△は増加） 0 △0

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △178 △370

仕入債務の増減額（△は減少） △3,499 △4,971

未成工事受入金の増減額（△は減少） 351 974

その他の流動負債の増減額（△は減少） △488 2,072

その他の固定負債の増減額（△は減少） △4 15

小計 △2,287 △2,893

利息及び配当金の受取額 216 211

利息の支払額 △31 △208

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,052 △3,114

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,155 △6,004
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  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △687 △176

有形固定資産の売却による収入 2 7

投資有価証券の取得による支出 △201 △2

投資有価証券の売却及び償還による収入 151 1,316

関係会社株式の取得による支出 △311 －

貸付金の回収による収入 0 －

その他の支出 △659 △263

その他の収入 10 37

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,695 920

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 10,600 33,900

短期借入金の返済による支出 △10,600 △13,900

長期借入れによる収入 － 500

長期借入金の返済による支出 △357 △357

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,182 △2,063

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,540 18,077

現金及び現金同等物に係る換算差額 205 154

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,185 13,148

現金及び現金同等物の期首残高 25,348 22,665

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 18,162 ※ 35,814
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会

計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１　連結会計年度末日満期手形等

　連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。なお、

前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形等が前連結会計年度末日

残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 30百万円 －百万円

電子記録債権 273 －

 

２　偶発債務

下記の連結子会社の出資者に対し、出資に関する毀損が生じた場合の保証を行っております。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

DAI-DAN（THAILAND）CO., LTD. 42百万円 44百万円

 

３　貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しております。

貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行額 － －

差引額（借入未実行残高） 10,000 10,000

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

役員報酬 232百万円 235百万円

従業員給料手当 2,023 2,260

賞与引当金繰入額 940 1,162

法定福利費 390 422

株式給付引当金繰入額 14 18

退職給付費用 △292 △516

貸倒引当金繰入額 31 △90

通信交通費 552 599

電算費 613 640

地代家賃 608 680

減価償却費 322 441

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 18,193百万円 35,845百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30 △30

現金及び現金同等物 18,162 35,814
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,182 55.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配当４百万円が含まれておりま

す。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月９日

取締役会
普通株式 1,182 55.00 2023年９月30日 2023年12月１日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配当４百万円が含まれており

ます。

２．当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。「１株当

たり配当額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 2,063 48.00 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配当４百万円が含まれておりま

す。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月８日

取締役会
普通株式 2,235 52.00 2024年９月30日 2024年12月２日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配当５百万円が含まれておりま

す。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

当社グループは設備工事業の単一セグメントのため、（セグメント情報等）での記載は省略しておりますが、

受注した工事の内容に応じ受注区分を設けております。

また、完成工事高はすべて顧客との契約から認識した収益によるものです。

当社グループの完成工事高につきまして、受注区分及び収益認識の時期に分解した結果は以下のとおりです。

 

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）

 総額

収益認識の時期

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

一時点で移転される
財又はサービス

管工事 77,036 66,390 10,646

電気工事 14,269 10,645 3,624

合計 91,306 77,035 14,271

（注）１．「収益認識に関する会計基準」の適用指針（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）第95項

に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識してい

る工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含めております。

２．管工事は、空調工事と水道衛生工事から構成されております。

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）

 総額

収益認識の時期

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

一時点で移転される
財又はサービス

管工事 91,974 80,536 11,437

電気工事 13,617 9,363 4,253

合計 105,591 89,900 15,691

（注）１．「収益認識に関する会計基準」の適用指針（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）第95項

に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識してい

る工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含めております。

２．管工事は、空調工事と水道衛生工事から構成されております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 56.29円 127.24円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
2,411 5,454

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
2,411 5,454

普通株式の期中平均株式数（千株） 42,835 42,869

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間純利益を算定しております。

３．「１株当たり中間純利益」の算定において、「役員報酬ＢＩＰ信託口」が保有する当社株式（前中間連

結会計期間:164,692株　当中間連結会計期間:129,736株）を自己株式として処理していることから、当

該株式を控除対象の自己株式に含めて期中平均株式数を算定しております。
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（重要な後発事象）

（第三者割当による自己株式の処分）

当社は、2024年11月８日開催の取締役会において、取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。以下同じ。）

及び執行役員（国内非居住者を除く。取締役と併せて、以下「取締役等」という。）に対して、業績目標の達成度

等に応じて当社株式及びその換価処分金相当額の金銭（以下、「当社株式等」という。）の交付ならびに給付（以

下、「交付等」という。）を行う業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）の継続に伴い、第三者割

当による自己株式の処分（以下、「本自己株式処分」という。）を行うことについて決議いたしました。

 

１．処分要領

（１）処分期日 2024年11月28日

（２）処分株式の種類及び数 普通株式213,000株

（３）処分価額 １株につき3,400円

（４）処分総額 724,200,000円

（５）処分予定先
日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（役員報酬ＢＩＰ信託口）

（６）その他
本自己株式処分については、金融商品取引法による届出の効

力発生を条件といたします。

 

２．処分の目的及び理由

当社は、2019年６月25日開催の第90回定時株主総会ならびに2024年６月27日開催の第95回定時株主総会におい

て、本制度の導入ならびに一部制度の改定につき、決議ご承認いただいております。

本自己株式処分は、本制度を継続することに伴い、当社が三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社との間で締結している役

員報酬ＢＩＰ信託契約（以下「本信託契約」といい、本信託契約に基づき設定されている信託を「本信託」とい

う。）の共同受託者である日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口）に対し、第三者割当

による自己株式の処分を行うものであります。

処分株式数につきましては、株式報酬規程に基づき信託期間中に取締役等に交付を行うと見込まれる株式数であ

り、その希薄化の規模は2024年９月30日現在の発行済株式総数45,963,802株に対し0.46％（小数点第３位を四捨五

入、2024年９月30日現在の総議決権個数429,450個に対する割合0.50％）となります。

本自己株式処分により割当てられた当社株式は株式報酬規程に従い取締役等に交付が行われるものであり、本自

己株式処分による株式が一時に株式市場に流出することは想定されていないことから、株式市場への影響は軽微で

あり、処分株式数及び希薄化の規模は合理的であると判断しております。

 

（本信託契約の内容）

信託の種類 特定単独運用の金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

信託の目的 取締役等に対するインセンティブの付与

委託者 当社

受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（共同受託者　日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

受益者 取締役等のうち受益者要件を満たす者

信託管理人 当社と利害関係のない第三者（公認会計士）

信託契約日 2019年８月26日

信託の期間 2019年８月26日～2029年８月31日

※2024年８月20日の信託契約の変更により、2029年８月31

日まで延長しております

制度開始日 2019年９月１日

議決権行使 行使しないものとします。
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３．処分価額の算定根拠及びその具体的内容

処分価額につきましては、最近の株価推移に鑑み、恣意性を排除した価額とするため、日本証券業協会の「第三

者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠し、本自己株式処分に係る取締役会決議日の前営業日（2024年11月７

日）の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）における当社株式の終値である3,400円とし

ています。取締役会決議日の前営業日の当社株式の終値を採用することにいたしましたのは、取締役会決議直前の

市場価値であり、算定根拠として客観性が高く合理的であると判断したためです。

なお、上記処分価額につきましては、当社の監査役全員（４名で構成、うち２名が社外監査役）が、特に有利な

処分価額には該当せず、適法である旨の意見を表明しております。

 

４．企業行動規範上の手続

本件の株式の希薄化率は25％未満であり、支配株主の異動もないことから、東京証券取引所の定める有価証券上

場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続は要しません。
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（取得による企業結合）

当社は、2024年10月１日付で、持分法適用関連会社であるPresico Engineering Pte. Ltd.（以下「Presico

社」という。）の株式を追加取得し、当社の連結子会社といたしました。

 

１．企業結合の概要

①　被取得企業の名称及び取得する事業の内容

被取得企業の名称　　　Presico Engineering Pte. Ltd.

事業の内容　　　　　　電気設備工事・機械設備工事

②　企業結合を行った主な理由

シンガポールを拠点とするPresico社は、BCA Qualification grade1のME01(空調工事等)やME05（電気工

事）など複数区分において、高位のライセンスを保有しており、高品質な施工を特長としています。当社は

2023年２月にPresico社の全発行済株式のうち40.0％を取得して持分法適用会社とし、同社の経営の自主性

やブランド力を維持しつつ、シンガポール設備工事市場における実績・技術力・商圏等に関する相乗効果を

通じて、事業拡大を図ってまいりました。

当社は2024年５月に発表した中期経営計画「磨くステージ」において、海外事業を当社グループの成長を

牽引する事業として位置付けております。今般、当社海外事業における最大の拠点であるシンガポールでの

さらなる成長を目的として、Presico社株式の追加取得に合意いたしました。この追加取得により、当社の

議決権株所有割合は従前の40.0%から70.0%となります。また、これに伴いPresico社を連結子会社といたし

ます。

Presico社の経営の自主性やブランド力を引き続き維持しながらも、一層のシナジーを創出することで、

企業価値拡大を目指してまいります。

③　企業結合日

2024年10月１日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤　結合後企業の名称

名称変更はありません。

⑥　取得する議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率　　　　　40.0％

企業結合日に追加取得した議決権比率　　　　　　30.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　　　70.0％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得したことによります。

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

追加取得の対価　　　現金　　　23.5百万シンガポールドル（約26億円）

なお、企業結合直前に保有していた株式の企業結合日における時価及び段階取得に係る差益は、現時点では

確定しておりません。

 

３．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計との差額

現時点では確定しておりません。

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

現時点では確定しておりません。

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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２【その他】

2024年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………2,235百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………52円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月２日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月８日

ダイダン株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森本　泰行

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水野　勝成

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイダン株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、ダイダン株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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